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三井松島ホールディングス株式会社





4. 会社法 758 条第 5 号及び第 6 号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

該当事項はありません。 

5. 承継会社に関する事項

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容

承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容は、別紙 2 のとおりです。 

(2) 臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算書類等の内容

該当事項はありません。 

(3) 最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容

該当事項はありません。 

6. 分割会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容

該当事項はありません。 

7. 吸収分割の効力発生日以後における分割会社の債務及び承継会社の債務（分割会社が

吸収分割により承継会社に承継させるものに限る）の履行の見込みに関する事項

 当社及び承継会社の財務状況からして、債務の履行に支障はないと見込んでおりま

す。 

8. 本契約等備置開始日の後、本件分割の効力発生日までの間に、前各項に掲げる事項に変

更が生じたときは、変更後の当該事項

上記開示事項に変更が生じた場合には、変更後の当該事項について開示いたします。 

以 上
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別紙 1 

吸収分割契約書（写）

















別紙 2 

承継会社の最終事業年度に係る計算書類等



第 24 期事業報告 

自 ２０２０年４月 １日

至 ２０２１年３月３１日

事 業 報 告

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表

附 属 明 細 書

監 査 役 監 査 報 告 書

三井松島リソーシス株式会社

取締役社長 和 田  吉 高



事 業 報 告 

自  ２０２０年４月 １ 日 

至  ２０２１年３月３１日 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

 当社は､主な事業として、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構より委託を受け「産

炭国石炭採掘・保安技術高度化事業のうち海外派遣研修業務」としてインドネシアへ当社技術者

を派遣して現地での炭鉱技術研修を行ってきております。 

 ２０２１年度は新型コロナウイルス感染防止策の影響により、インドネシアに我が国の炭鉱技

術者等を指導員として派遣し、インドネシアの保安監督者、炭鉱管理者及び技術者等を対象に、

炭鉱、研修センター及び大学等において座学研修の実施及び炭鉱現場での実地研修を実施するこ

とは不可能となり、研修現場及び大学等とのオンライン研修を実施しております。 

また、池島の炭鉱遺構を活用した長崎市池島炭鉱体験施設において長崎市から指定管理者とし

て委託され、観光客を受入れ、同施設および島内の案内を行っております。 

  さらに２０１８年度からは、池島島内における一般及び産業廃棄物運搬・処理業務も実施してお

ります。 

（２）設備投資の状況 

２０２０年度は設備投資は行っておりません。 

（３）財産及び損益の状況 

区 分 第２１期 第２２期 第２３期 
第２４期 

（当事業年度） 

売 上 高（千円） 215,937 229,442 219,177 175,210 

当期純利益又は当期 

純損失（▲）（千円） 1,648 ▲ 725 4,290 3,574 

一株当たり当期純利益又は

当期純損失（▲）（円） 

824 ▲ 363 2,145 1,787 

総資産（千円） 150,520 151,917 136,882 133,269 

（４）対処すべき課題 

「産炭国石炭採掘・保安技術高度化事業のうち海外派遣研修業務」につきましては、前年度に

引き続き、派遣研修事業（インドネシア）の受注を受け、同事業を実施して参りますが、海外派

遣研修事業の今後の展開については、国の政策の動向を注視する必要があります。 

 また、池島における観光事業は、2021 年 3 月 31 日で 5 ヶ年の長崎市池島炭鉱体験施設の指定

管理者の契約が終了しましたが、引続き 3ヶ年の指定管理者となったことから、責任をもって業

務に当たる必要があります。 

  さらに、一般及び産業廃棄物の運搬処理業務においては、安全第一での作業遂行が必要であ 

  ります。 



（５）重要な親会社及び子会社の状況 

①親会社との関係

親 会 社 名   三井松島ホールディングス株式会社

当社への出資比率   １００ ％

②重要な子会社の状況

子会社はありません。

（６）主要な事業内容(２０２１年３月３１日現在)

（イ）各種資源の調査、評価、開発計画及び開発に関する設計、工事監理

（ロ）海外の石炭鉱山の経営及び操業監理

（ハ）鉱山技術者の教育訓練及びコンサルタント

（ニ）鉱山用機器、探査用機器、土木建設機器の販売及び輸出入

（ホ）炭鉱施設を活用した観光事業

（ヘ）一般及び産業廃棄物の運搬処理業

（７）主要な事業所(２０２１年３月３１日現在)

本 社  ：長崎県長崎市池島町 776番地 1 

（８）従業員の状況(２０２１年３月３１日現在) 

従業員の在籍 １０名（男性１０名、女性０名）

 平均年齢   ６２歳４ヶ月

 平均勤続年数   １１年９ヶ月

２．会社の株式に関する事項  

① 当社が発行する株式の数  ８，０００株 

② 発行済株式総数  ２，０００株 

③ 当期末株主総数  １名 

株 主  三井松島ホールディングス株式会社 

④ 持株数（持株比率）  ２，０００株（１００％） 

３．会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名等(２０２１年３月３１日現在) 

氏 名 会社における地位 重要な兼職の状況 

小栁 慎司 
代表取締役 

取締役社長 

三井松島産業㈱代表取締役社長 

MM Coal Tech㈱代表取締役社長 

中村 昌彦 
取 締 役 三井松島ホールディングス㈱ 

総務部長 

小林 俊哉 

取 締 役 三井松島ホールディングス㈱ 

執行役員 人事部長、総務部担当、システム企画室

担当 

森田  洋 

取 締 役 三井松島ホールディングス㈱ 

三井松島産業㈱出向 取締役 

三井松島インターナショナル出向 取締役 

野元 敏博 
監 査 役 三井松島ホールディングス㈱ 

取締役 監査等委員 



（２）取締役及び監査役の報酬等の額 
 当該事項はありません。 

  以 上 



金　　　額 金　　　額

円 円

131,238,979 2,858,866

129,718,383 　未払法人税等 402,700

1,482,080 　未払消費税等 1,072,100

　　前　払　費　用 38,516 　未 払 金

　繰延税金資産（流動） 　未 払 費 用 1,082,498

　短期貸付金 　　前　受　金

　　未　収　入　金 　　預　り　金 301,568

　　仮　 払 　金 　その他流動負債

固　定　資　産 2,030,094

　有形固定資産 234,831

　　建 　　　　物 6,374,000

　　構 　築　 物 950,000

　主 要 坑 道 523,507

　機 械 装 置 2,834,000

　車輌運搬具 2,565,015

　工具器具備品 2,784,000

　少 額 資 産 4,244,961

　減価償却累計額 -20,040,652

　無形固定資産 　負　　債　　合　　計 2,858,866

　投資その他の資産 1,795,263 株 主 資 本

　長 期 未 収 入 金 1,390,559 　資 本 金 100,000,000

　　出　 資 　金 100,000  利 益 剰 余 金 30,410,207

　その他の投資 20,630      繰越利益剰余金 30,410,207

　繰延税金資産（固定） 284,074 株主資本合計 130,410,207

130,410,207

133,269,073 133,269,073

貸　借　対　照　表
２０２１年 ３ 月３１日現在

　　売 　掛 　金

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

科 目 科 目

流　動　資　産 流　動　負　債

　現金及び預金

純　　　資　　　産　　　の　　　　部

　純　資　産　合　計

資　　　産　　　合　　　計 負　債　・純 資 産 合 計



科 目

円 円

　売   上   高 175,210,429

　売 上 原 価 150,917,920

売 上 総 利 益 24,292,509

　販売費及び一般管理費 20,422,738

営　業　利  益 3,869,771

　営　業　外　収　益 819,957

受取利息 996

受取配当金 2,000

 社内貸付金利息 6,796

　保険・受取保険金他 810,000

その他利息

その他 165

　営　業　外　費　用

税追納

為替差損

雑費用

経　常　利  益 4,689,728

　特別損失

税引前当期純利益 4,689,728

法人税・住民税及び事業税 -103,671

法人税等調整額 1,218,912

当　期　純　利  益 3,574,487

金 額

損　益　計　算　書
自　　２０２０年 ４ 月 １ 日

至　　２０２１年 ３ 月３１日



(単位：円)

株  主  資  本

　区 分

その他利益剰余金 株 主 資 本 合 計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 100,000,000 2,000,000 24,835,720 26,835,720 126,835,720 126,835,720 

当 期 変 動 額 

剰余金の配当 0 0 0 

 当期純利益 3,574,487 3,574,487 3,574,487 3,574,487 

当期変動額合計 0 0 3,574,487 3,574,487 3,574,487 3,574,487 

当 期 末 残 高 100,000,000 2,000,000 28,410,207 30,410,207 130,410,207 130,410,207 

株  主   資  本  等  変  動  計  算  書
２０２１年３月３１日現在

純 資 産 合 計

資    本    金

利益剰余金

利益準備金
利益剰余金

合計



有形固定資産
　定率法を採用しています。

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

3．

（株主資本変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の数
 普通株式 ２，０００株

連結納税制度の採用

結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。　

　当事業年度中に連結納税制度の承認申請を行い翌事業年度から連結納税制度が適用さ
ることとなったため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関
る当面の取扱（その１）」（企業会計基準委員会　実務対応報告第５号　平成２７年１
１６日）および「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱（その
）」（企業会計基準委員会　実務対応報告第７号　平成２７年１月１６日）に基づき、

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の方法

２．消費税の会計処理



附属明細書

自 ２０２０年４月 １日

至 ２０２１年３月３１日

 １．有形固定資産の明細

２．販売費及び一般管理費の明細

三井松島リソーシス株式会社

取締役社長 和  田   吉  高



（単位：千円）

区分 資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 期末減価償却累計額 当期償却額 差引期末帳簿価額

有 形 固 定 資 産 建 物 6,374 - - 6,374 6,374 - 0

構 築 物 950 - - 950 931 9 19

坑 道 523 - - 523 314 105 209

機 械 装 置 2,834 - - 2,834 2,828 3 6

車 輌 運 搬 具 2,565 - - 2,565 2,565 - 0

工 具 器 具 備 品 2,784 - - 2,784 2,784 - 0

少 額 資 産 4,245 - - 4,245 4,245 - 0

計 20,275 0 0 20,275 20,041 117 234

注1)千円未満は切捨て表示しています。

１．有形固定資産の明細



単位：円
金　　　額 備　　　考

　役　　　員　　　報　　　酬
　給 料 10,710,598
　賞 与 410,696
　賞 与 引 当 金 繰 入 額
　法　　定　　福　　利　　費 848,969
　厚 生 費 319,961
　旅　　費　　交　　通　　費 657,397
　通 信 費 602,983
　交 際 費 1,400
　備　　品　　消　　耗　　品 285,205
　図　　書　　刊　　行　　物 50,576
　広　　告　　宣　　伝　　費 67,574
　寄 付 金 40,000
　諸 会 費 96
　手 　数　 　料 652,820
　事　務　所　維　持　費　 722,247
　事　務　所　会　議　費 46,257
　事　　務　　所　　雑　　費 2,980
　事　務　 機　器　 費　 用 1,193,353
　水　  道  光  熱  費 532,429
　租  税  公  課 12,264
　賃 借 料 710,604
　保 険 料 46,600
　減　　価　　償　　却　　費 117,398
　業　　務　　委　　託　　料 2,376,479
　運 送 費 13,852
　貸　　　倒　　　損　　　失 0

20,422,738

摘 要

合 計

２．販売費および一般管理費の明細
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